
平成23年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要
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　○中学校教育振興事業・・・中学校教育振興のための総務事業　　　　［対象：市内全中学校］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①各種報酬・謝礼金、②事務経費、③補助金

　○人権教育の進め方研究指定事業・・・人権教育の視点・手法・評価のあり方等について研究し生徒に人権教育の育成をはかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［指定校：犬飼中学校、対象生徒：84名］

　○大分元気っ子体力パワーアップ事業・・・体育専科教員を中心に体育環境の整備や体育授業の充実を行い、子どもの体力向上や
                                                             望ましい生活習慣の確立を図った。　　　　［事業推進校:緖方中学校］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  ①謝礼金、②消耗品費

　○武道教材備品整備事業・・・平成２４年度から中学校教育課程で実施することとなった武道実施に向け教材を整備した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［実施校:全中学校］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　柔道選択(三重中、大野中)、剣道選択(清川中、緖方中、朝地中、千歳中、犬飼中)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①備品購入費
                                                (柔道畳128枚、畳下クッション4枚、柔道着168枚、剣道防具169個、剣道袴1衣、竹刀立て5台)

予算
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２１～Ｈ２３（決算額）、Ｈ２４（予算現額） ６．H25年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）
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 ⑤ 事業の
　  有効性

手段は妥当である

引き続き経費削減に努め、目標達成を図ること。
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